
（4）（5） 市　報　に　  い　  が　  た第 2506 号 平成 27 年 3 月 8 日

区の予算
　分権型政令市の実現を目指し、引き続き「大きな区役所」づくりに取り組みます。
直接区役所に配分する予算
　　　　　　約135億円(人件費を除く)　　　総予算の3.7％
　区役所が、市民の皆さんの声に迅速・柔軟に対応できるよう、本庁の所管部署を通さずに直接、
区役所へ配分します。
　各区の取り組みの概要は、後日、区役所だよりに掲載します。

新潟暮らし創造運動　
　下の３つの都市像の実現に向けた取り組みとともに、人口問題に迅速かつ的確に
対応するため、平成27年度から「新潟暮らし創造運動」を展開します。
　新潟と首都圏の暮らしを比較し、的確にアピールすると同時に、新潟の良いとこ
ろを伸ばし、弱点を克服していきます。これにより、21世紀にふさわしい暮らし方
を新潟から構築し、Ｕ・Ｉ・Ｊターンにもつなげていきます。

拡充 地域包括ケア推進
モデルハウス事業 530万円 地域包括ケア推進モデルハウスを設置し、地域の茶の間の

運営や、生活支援、介護予防活動などの普及を図ります。

拡充 在宅医療・介護
連携推進事業 1,350万円 （仮称）在宅医療・介護連携支援センターを整備します。合

わせて、在宅医療を推進・普及するため啓発を行います。

新規 にいがた
救命サポーター事業 150万円 事業所などに設置されているＡＥＤを消防のシステムに登

録。市民協働で有効活用し、救命率の向上を目指します。

学校耐震補強事業 34億3,010万円 校舎の耐震化を進めます。また、屋内体育館や武道場の天
井などの耐震対策を行います。

避難・防災拠点の	 12億4,040万円
耐震化	 ２月補正 ６億9,760万円

災害時に重要な役割を担う、公共施設の耐震補強工事を行
います。

新規 防災知識の普及啓発 331万円 新潟地震が発生した６月16日を「防災の日」とし、防災訓練
などを実施。また、女性を対象とした防災講座を行います。

ずっと安心して暮らせるまち 政策１

拡充 新潟発わくわく
教育ファームの推進 4,135万円 子どもを中心に、農業や食への理解を深める農業体験学習プ

ログラムを本格実施。新たに幼児向けの体験学習を始めます。

農業を活用した
障がい者雇用の促進

２月補正
1,300万円

障がい者の就農を促すため、コーディネーターを２人配置。
また、農作業を委託した農家への助成金制度を新設します。

新規 田園資源の活用推進 500万円 もみ殻などの植物系バイオマス資源をエネルギーとしてより
活用していくため、田園資源活用計画を策定します。

拡充 水と土の芸術祭
2015 ２億3,600万円 新潟の豊かな暮らし文化の発信と「水と土の文化創造都市」の

前進に向けて、市民と協働で同芸術祭を開催します。

都市型グリーン
・ツーリズムの推進 190万円 アグリパークなどでの農業観光から、本市の農業・農村の魅

力を広くＰＲ。多様な交流を生み出し、地域を活性化します。

地域資源を活かすまち政策５

拡充 妊産婦および
こども医療費の助成 17億7,916万円 ９月からこども医療費の助成対象を、通院は小学３年生から

６年生へ、入院は中学３年生から高校３年生へ拡大します。

拡充 待機児童	 11億5,342万円
ゼロ対策	 ２月補正 １億4,061万円

ニーズの高い地域の私立保育園など７施設の建設費を補助
します。定員を540人増やし、待機児童ゼロを維持します。

放課後児童クラブ
地域連携モデル事業

２月補正
1,100万円

地域コミュニティ協議会とひまわりクラブが連携する新た
なモデル事業を実施します。

拡充 放課後児童の
健全育成 14億3,101万円 ４月から放課後児童クラブの対象が小学６年生まで拡大す

ることに合わせ、施設の整備や事業の充実を図ります。

男女共同参画の推進・子どもを安心して産み育てられるまち政策２

教育ミーティングの
開催 198万円 教育委員と各区自治協議会委員などが懇談・意見交換会を

実施。地域に根差し、開かれた教育環境を整えます。

新規 アフタースクール
学習支援 600万円 市立中学校で放課後を活用した学習支援を行います。講師

は主に教員ＯＢなどで、地域の人材を積極的に活用します。

学・社・民の融合による教育を推進するまち政策３

拡充 地域活動補助金 １億円 地域コミュニティ協議会や自治会などが行う地域活動に対
し、事業の性質別に補助金を交付します。

拡充
地域コミュニティ
協議会の
運営体制強化

8,850万円 地域コミュニティ協議会の運営体制の強化を支援。広報紙
の発行や事務局員の雇用ができるよう助成します。

地域力・市民力が伸びるまち政策４

新たな
交通システムの導入 ３億953万円 夏頃の新潟駅－青山間のＢＲＴ開業に向け、26年度から引き

続き、交通結節点や情報案内システムなどを整備します。

拡充 生活交通の
確保維持・強化 ３億9,938万円 区バスの運行や住民バスへの支援拡充で生活交通を確保しま

す。また、増便実験などで生活交通の強化も図ります。

拡充 健
けん

幸
こう

になれる
まちづくりの推進 2,300万円 「健幸マイレージ」の実施にＩＣカード「りゅーと」などを活用。

健康寿命の延伸とまちづくりを一体的に取り組みます。

新規 にいがた未来
ポイントの発行 901万円 低炭素型のまちづくりに向け、省エネやリサイクルなど環境

に配慮した行動にポイントを発行し、エコ活動を応援します。

人と環境にやさしいにぎわうまち政策６

拡充 ワーク・ライフ
・バランスの推進 700万円 男女ともに多様な生き方・働き方ができるよう、男性に育休取

得奨励金を支給。女性の活躍促進シンポジウムを開催します。

拡充 女性再就職支援事業 550万円 再就職を目指す女性を、ハローワークと連携して支援します。
また、就労意識調査を行い、今後の施策に活用します。

学生Ｕターン
促進事業

２月補正
1,200万円

首都圏の大学生らを対象に、インターンシップなどを実施。ま
た、首都圏の合同企業説明会に地元企業ブースを設置します。

誰もがそれぞれにふさわしい働き方ができるまち政策７

拡充 地域イノベーション
戦略の推進 6,000万円 新潟ＩＰＣ財団と連携し、航空機関連産業など、今後成長

産業として需要拡大が見込まれる産業へ支援を行います。

拡充 中小企業の
経営強化支援

１億3,080万円
２月補正 820万円

新潟ＩＰＣ財団の相談体制などをさらに充実し、中小企業
の新たな取り組みや創業への支援を強化します。

中小企業成長分野
参入促進設備
投資補助金

２月補正
２億5,000万円

新たな設備投資補助金制度を設け、今後成長が見込まれる
産業を重点的に育成し、競争力を強化します。

新規 地域商店魅力アップ
応援事業 １億円 地域商業の活性化を図るため、地域商店の魅力向上の取り

組みに必要な店舗改装費や備品購入費を助成します。

雇用が生まれ活力があふれる拠点政策９

新規 東アジア文化都市の
推進 ２億6,010万円 中国・韓国の開催都市との文化交流のほか、本市独自の文

化に両国の文化の要素を組み込んだイベントを行います。

拡充 外国人の誘客促進 4,298万円
２月補正 1,320万円

多くの外国人観光客が訪れるよう知名度向上を図るほか、
観光施設のＷｉ-Ｆｉ環境など受入環境を整備します。

世界とつながる拠点政策11

拡充 マンガ・アニメを
活かしたまちづくり １億5,534万円 「マンガ・アニメのまち」としての魅力を高め、全国にアピー

ルします。また、関連産業の持続的な発展を支援します。

新規 鉄道文化の魅力発信 １億円 新潟・新津の地域資源「鉄道文化」の魅力を、地域や経済団
体、鉄道関係団体と連携して全国に発信します。

拡充 みなと新潟
「光の響

きょう

演
えん

」 8,500万円 みなとぴあや萬代橋などの水辺空間で、本市の音楽や踊り
文化に光と映像の演出を組み合わせて夜を彩ります。

魅力を活かした交流拠点政策10

拡充 国家戦略特区の推進 １億6,690万円
２月補正 240万円

区域計画の更新や、市独自の食品機能性表示制度の創設に
向けた調査・検討、農業分野への融資などを行います。

新規 輸出用米生産促進の
体制整備 400万円 農業者が安心して輸出用米を作付けできる環境を整備。認

定された輸出用米を用途変更する場合に支援を行います。

拡充 がんばる農家
支援事業 ３億4,040万円 農業の規模拡大や農産物の付加価値向上に取り組む農家を

支援します。27年度からは、果樹産地への支援を拡充します。

多様な米づくりの
推進

1億3,300万円
２月補正 700万円

加工用米、米粉用米など、主食用以外の多様な米づくりを
支援します。また、酒米への支援にも取り組みます。

拡充 新潟空港の
利用活性化促進 4,610万円 新規・増便路線の誘致と既存路線の維持に取り組みます。

羽田線の新規就航と、修学旅行での利用拡大を目指します。

拡充 クルーズ客船の
誘致推進 200万円 クルーズ客船を誘致するため、関係者向けのセミナーを開

催。また、寄港時に市民が歓迎できる体制をつくります。

新潟駅周辺地区の
整備 79億2,554万円 平時の拠点性を高め、災害時の防災・救援首都としての機能

を強化するため、新潟駅連続立体交差事業などを進めます。

役割を果たし成長する拠点政策８

都市像１ 市民と地域が学び高め合う、

安心協働都市
　超高齢・少子社会に対応するため、地域包括ケアシステムの構築に向けた取り
組みと、こども医療費の助成拡大など総合的な子育て支援の強化を進めます。ま
た、地域の力を最大限に発揮することができる環境づくりを進めます。

都市像２ 田園と都市が織りなす、

環境健康都市
　本市が誇る農業と食文化を子どもの教育や福祉、観光などに活用します。また、
健康づくりと公共交通強化、まちなか活性化などを連動させる取り組みと、誰も
がいきいきと働き、活躍できる社会づくりを進めます。

都市像３ 日本海拠点の活力を世界とつなぐ、

創造交流都市
　農業の６次産業化や航空機産業をはじめとする成長産業の育成・支援や、既存産
業への支援を強化し、雇用の安定と創出を図ります。また、マンガ・アニメや鉄道
などを活用した魅力発信や、東アジア文化都市を活用した取り組みを進めます。

平成27年度の予算案から

主な取り組みを紹介します

　新潟市は、平成27年度一般会計予算の3,645億円と、国の経済対策を踏ま
えた27年２月補正予算29億円を一体的に編成しました。このページでは、予
算に盛り込まれた取り組みを、新規・拡充を中心に抜粋してお知らせします。
補正予算には、下に掲載したもののほか、プレミアム付き商品券の発行支援
約５億円と子育て世帯支援商品券の支給約４億円などが盛り込まれました。
※都市像１～３内の予算額は１万円未満を切り上げ


